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トピックス 

「拡大基調が見え始めた E コマース－B to C を中心に」 
主任研究員：青山 正治 

 

             Email: aoyama@nli-research.co.jp  Tel: (03)3597-8641 Fax: (03)5512-7162 

要          旨 
①日本においても E コマース(電子商取引)が本格的な拡大期に入りつつある。情報環境の高度化

と PC とインターネットの世帯普及率上昇により E コマース環境が整ってきているためである。 
②通産省は 99 年３月に「日米電子商取引の市場規模調査」を発表し、日本市場は米国の後を追う

形での成長が予測されている。ちなみに、98 年から 2003 年にかけて日本の企業間取引きの市

場は 8.6 兆円から 68 兆円へ、企業と消費者間は 650 億円から 3.2 兆円への拡大予測である。 
③ただ、E コマースは社会的な法制整備や企業の情報化対応、さらに個人の危機管理意識などが

必要とされる難しい側面を持つが、経済活性化の有効手段としても期待され、公共領域、産業

界、個人による IT を活用した新たな経済・産業システム構築の動きとして注視が必要である。 

１．注目度高まる E コマース 

（1）Eコマースとは 

Ｅコマース（Electronic Commerce）はもともと、1970 年代に米国で普及した EDI(Electronic Data 

Interchange)などの企業間の商取引に関わる書類を電子化して通信でやり取りを行うことを指し、

汎用コンピュータの専用端末や専用ソフトが利用されていた。ただ、個別企業ごと、業界ごとの専

用システムが中心であったために高コストでもあった。しかし、90 年代中期よりのインターネット

やイントラネットの普及と活用により、Ｅコ

マースの概念は「企業間の取引(以下ＢtoＢ：

Business to Business)」に「企業と消費者間

の取引(以下ＢtoＣ：Business to Consumer)」

を加えた、ネットワークにおける経済的、商

業的活動の総称となってきている。 

図表－１ インターネットのホストコンピュータ数推移
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(注)98年1月より調査方式を変更しており､このため95年1月以降は遡及修正データ

(出所)米Network Wizards(http://www.nw.com)社資料より作成(直近ﾃﾞｰﾀ：99年7月）

また、近年のＢ to Ｃは、95 年あたりのブ

ラウザ普及を契機に拡大を開始し、インター

ネット・コマースとも呼ばれており、企業と

消費者間のコミュニケーションを重視する傾

向にある（図表－１）。 

 
（2）注目の背景 

なぜ今、日本においてＥコマースが注目されるのだろうか。その背景の一つめは、情報環境が着々

と整備されてきている点が挙げられる。課題とされる通信料金もニューヨークよりは高いが、ロ 
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ンドン・パリとほぼ並ぶ水準となりつつある（図

表－２）。ただ、依然として消費者の通信料金に

対する割高感は強く、今後とも企業間競争と技

術革新によるサービス料金の低下傾向は続こう

が、低額の定額接続サービスなどの導入が望ま

れよう。 
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二つめはＰＣとインターネットの普及により、

E コマースが消費者に認知されてきている点で

ある。日本のＰＣ世帯普及率も、ＰＣの価格低

下などにより 30％台に達し、インターネットの

普及率も 10％を越えた（図表－３）。 
当面の E コマース普及の先行指標は、ＰＣ普

及率とインターネットの世帯普及率である。ま

だ米国の普及水準とは開きがあるが、前述の定

額接続サービスなどが導入されれば、３年前後

で日本の PC 世帯普及率が 50％に接近する可能

性もありえよう。 
 

（3）近年好調な米国の Eビジネス 

Ｅコマース注目の現実的側面としては上記の

背景があろうが、その他の誘因としては米国の

Ｅビジネス企業の好業績や活発な事業展開もあ

ろう（図表－４）。代表的な企業として、デルコンピュータやアマゾンドットコムなどが知られて 
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図表－１  ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続料金と通信料金の国際比較

672

(注)月間15時間のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ使用によるｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ｻｰﾋﾞｽ･ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰの料金と各都市の

    市内ｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄまでの通信料金。各ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽは、NTT、AT&T、BT、France

    Telecom、Deutsche Telekomの提供する各ｻｰﾋﾞｽ価格(改定の可能性もある）。

(出所)郵政省｢平成９年度 電気通信サービスに係る内外価格差調査」より

(千円）
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図表－４  米国の有力Ｅビジネス企業の一部事例（順不同） 

事例企業(URL) 設立 事業内容 特色 

デルコンピュータ 

(http://www.dell.com/) 

1984 年 PC 等の受注・組立

て販売 

ユーザーの発注する仕様に対して、IT を駆使した短納期の受注生

産・販売で好業績を維持。マス・カスタマイゼーションのビジネ

スモデルの代表格。全売上の４割がオンライン販売に。日本での

展開にも注力。 

アマゾンドットコム 

(http://www.amazon.com/) 

1995 年 書籍・CD 等の販売 約 300 万点強の品揃えによるオンライン書店の代名詞。売れ筋書

籍は最大 4割引きで販売。近年は音楽 CD や電子機器、Eカードな

どクロスセリングに注力。AOL、ヤフーと共に米国を代表する３社

のうちの１社。 

ｅベイ 

(http://www.ebay.com/) 

1995 年 個人間のオークシ

ョン取り引きの仲

介 

広く偏在する個人のオークション参加需要をインターネット上

で会員形式によって事業化。会員数は 500 万人を突破。顧客の相

互評価システムを提供し信頼性獲得。黒字維持。 

オートバイテル 

(http://www.autobytel.com/) 

 

1995 年 自動車販売の仲介

サービス 

登録ディラーの自動車情報検索だけでなく、損害保険、ローンの

申し込みなど様々な手続きを同一の画面上で簡単に行える｢ﾜﾝｽﾄｯ

ﾌﾟ･ｻｰﾋﾞｽ｣をベースに、返品制度やｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ体制を確立している。

イー・トレード 

(http://www.etrade.com/) 

1992 年 金融オンラインサ

ービス 

チャールズ・シュワッブなどが有名であるが、E コマースはオン

ライン専業でワンストップの総合金融サービスを目指している。

ソフトバンクとの合弁事業で日本市場へも参入。 

トラベロシティ 

(http://www.travelocity.com

/) 

1996 年 航空券・ホテル等

の予約サービス 

旅行情報の世界最大手であるセーバーの子会社で、航空券、ホテ

ル、レジャー関係のチケットのオンライン予約サービスを提供。

アメリカ・オンライン(AOL) 

(http://www.aol.com/) 

1986 年 複合オンラインサ

ービス 

PC 通 PC 通信サービス事業をベースに M&A で複数ブランドを取り

込み積極展開中。ネットスケープ社も買収。欧州や日本へも進出。

８月中旬で世界の会員数は 1,800 万人を突破し、買収したｺﾝﾋﾟｭｰ

ｻｰﾌﾞ会員を加えると 2,000 万人に。 

（出所）各社ホームページおよび各種マスコミ報道などを参考に作成 
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いる。一例のデルコンピュータは、インターネットの高度活用とＪＩＴ（ジャスト･イン･タイム）

を融合した事業体制を構築し、それは製造業領域の模範とされ「デルモデル」と呼ばれている。こ

のほか、各企業ともそれぞれの事業領域ごとに特徴あるビジネスモデルにさらなる改良を加えなが

ら、M＆A や異業種企業との事業提携などによる事業領域の拡大と強化を継続している。 
日本でも、これら米国の有力企業の成長ぶりなどから、現在のＩＴ革命が一過性のブーム現象で

はないことが実感され始め、情報環境の整備を背景にＥコマースへの注目度が高まっている。ただ

留意点として、米国の好景気や株高の E コマース企業への好影響は無視できない点でもある。 
 

（4）E コマース企業の必要条件 
米国のＥコマース企業の背景には、イントラネット、インターネットを高度活用するノウハウと

ＩＴを活かす経営システムや組織構造が存在する。また、事業自体がグローバル展開可能な点など

が重要な成功要因となっている企業もある。このため、日本企業が既存のビジネススタイルをその

ままＥコマースに持ち込んでも、あまり直接的な収益への成果が期待できない可能性もある。 
この点で日本企業は、①高度の情報システムをハンドリングする技術力と経営力の獲得、②消費

者のサイトへのアクセスが止まない魅力ある Web サイトの運営力、③ユーザーの利便性を向上させ

る財・サービス・情報の継続的提供を可能とする新たな経営力の獲得が必要である。 
 

２．日米のＥコマース市場の展望 

（1）通産省の調査報告にみる市場予測 
99 年３月に、通産省より公表された「日米電子商取引の市場規模調査」では、企業と消費者をつ

なぐＢ to Ｃ市場より企業間のＢ to Ｂの市場規模拡大傾向が顕著である。ちなみに、98 年から

2003 年にかけ日本のＢ to Ｂ市場は約 8.6 兆円から約 68 兆円へ、米国は 19.5 兆円が約 165 兆円へ

拡大すると予測されている（図表－５）。同じ期間、Ｂ to Ｃ市場は、日本で 650 億円から約 3.2 兆

円、米国で約 2.3 兆円から 21.3 兆円へ拡大が予測されている（図表－６）。 
なお、2003 年の民間消費支出予測に対するＢ to Ｃ市場規模比率は、日本が 0.97％、米国が 3.2％

であり、３倍強の開きがある。Ｂ to Ｂは２倍弱であるのに対して、やや大きな格差でもある。ま

た、この調査報告書では、日本におけるＢ to Ｃの民間消費支出に占める比率が 0.5％を超えるには、

インフラやコンテンツ整備の必要性を指摘しており、楽観的な予測数値ではないようである。 
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図表－６  日米のＢ ｔｏ Ｃ 市場規模の予測(兆円) (％)

(年)

(注)折れ線グラフは民間支出額の予測数値に対する日米の各比率、為替レートは

   １ドル＝120円の前提、通産省とアンダーセンコンサルティングによる共同調査

(出所）通産省｢日米電子商取引の市場規模調査｣(1999.3)より作成
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(注)折れ線ｸﾞﾗﾌは総販売額(情報関連ｻｰﾋﾞｽ･通信等除外)の予測数値に対する日米の各比率、

    為替ﾚｰﾄは１ﾄﾞﾙ＝120円の前提、通産省とアンダーセンコンサルティングによる共同調査

(出所）通産省｢日米電子商取引の市場規模調査｣(1999.3)より作成
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（2）注目される個別市場 

同報告書より、現在の個別注目市場をみてみよう（図表－７）。98 年の市場規模ランキング上位市

場としては「ＰＣ」、「旅行」、「衣料・アクセサリー」などがある。これらはインターネット利用者

の特性を反映しており、「ＰＣ」が 1位なのは現在のインターネット利用層にはＰＣの知識や操作に

長けたユーザーが多く、ＰＣや各種デバイスのネット通販の利用が多いためである。 

２位は「旅行」であるが、これは旅行代理店が数多く Web サイトを立ち上げ予約や会員サービス

を開始しているためである。３位から５位あたりは、女性層のインターネット利用者が増加してい

ることなどが推測される。現在、国内のインターネット推定利用者数 1700 万人の約３割程度が女性

ユーザーと推測され、その増加は今後の B to C 市場成長のカギともなろう。以下、複数のサービス

があるが市場はまだ小さく、各消費支出に占める電子商取引化率も低いのが現状である。 

                               
                            図表－７ 日本のB to Ｃ市の現状と将来予測                (単位：億円、％) 

１９９８年（現状）  ２００３年（予測） 

市場 

規模 

商品・サービス 市場 電子商取

引化率 

 市場

規模

商品・サービス 市場 電子商取

規模 規模 引化率 

１ ＰＣ 250 1.77  １ 旅行 9,100 5.8 

２ 旅行 80 0.06  ２ 自動車 4,900 7.6 

３ 衣料・アクセサリー 73 0.05  ３ ＰＣ 3,700 
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2003 年の予測では「旅行」の予約領域や「自動車」販売などが大きく注目される予測結果となっ

ている。「旅行」に関しての説明は不要であろう。２位の「自動車」であるが、これは日本のディー

ラー網を中心とする販売体制では E コマースも難しいと思われるが、複数ディーラーの横断的な在

庫情報（新車、新古車、中古車）をユーザーとの間に立って情報検索システムを提供し、見積もり

情報などを仲介するサービスが立ち上がってきている。また、米国のオートバイテルの成功例にあ

るように、損害保険やローンの申し込みとリンクさせ、ディーラーとの緊密な関係構築によりユー

ザーの利便性を増す点など、日本市場においても自動車ビジネス成長の可能性はあろう。 
このほか、検索や接続サービスなどの各種様々な情報サービスの成長が期待されよう。現在の E

コマースは物販が中心であるが、今後は音楽ソフトやゲームソフト等々のデジタル・コンテンツの

ネットワークによる流通（配信）の拡大が期待されよう。 
特に情報サービスやコンテンツ・サービスはモノの配送を伴わないないため、各種の間接・流通

経費を大幅に削減することが可能であり、事業内容や展開手法によっては高収益が期待されよう。

このほか、各種の予約ビジネスや金融領域の事業も高い成長性が期待される分野である。 
2003 年のこれら事業の消費支出に占める電子商取引率は１％程度のものであるが、それらが誘発

する情報化投資やコンテンツ制作領域の新産業創出を含めれば、その影響は大きいものとなろう。 

17.6 

４ その他物販 57 0.03  ４ サービス 2,800 0.2 

５ 食品 41 0.01  ５ 衣料・アクセサリー 1,800 1.0 

６ 書籍・ＣＤ 36 0.14  ６ その他物販 1,600 0.7 

７ 趣味・雑貨・家具 34 0.03  ７ 食品 1,500 0.5 

８ サービス 23 0.00  〃 金融 1,500 1.8 

９ 自動車 20 0.03  ９ エンタテインメント 1,400 0.8 

10 エンタテインメント 14 0.01  10 趣味・雑貨・家具 1,200 0.9 

〃 金融 14 0.02  11 書籍・ＣＤ 1,100 3.8 

12 ギフト商品 5 0.01  12 ギフト商品 950 1.6 

合計 全体合計 646 0.02  合計 全体合計 31,600 1.0 

 (注)下記の調査および予測は通産省とアンダーセンコンサルティングによる共同調査 
(出所)通産省「日米電子商取引の市場規模調査（99.3）」より作成 
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３．本格的な事業展開が開始された国内市場 
（1）本格化する E コマースへの展開と事業の要諦 
日本のＢ to Ｃ市場の本格的開拓は、まだ開始されたばかりである。95～96 年に米国のインター

ネット・ビジネスとほぼ同時に立ち上げられた日本企業の大半の Web サイトは、大企業などによる

企業広報や宣伝を目的としたものが中心であった。しかし、この１～２年に開設された中小・ベン

チャー企業の Web サイトは本格的にＥコマースを意識したものが多い（図表－８）。 
 

図表－８  国内B to Ｃ市場のＥコマース企業の事例 
商品･ｻｰﾋﾞｽ分類 事業内容 企業（一部企業のみ、順不同､準備中を含む） 備考 

ＰＣ 

 

PC小売、PC受注生産販売(BTO)、

各種付属品販売 

ﾃﾞﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ(BTO)､日本ｹﾞｰﾄｳｪｲ(BTO)､ｺﾝﾊﾟｯｸｺﾝﾋﾟｭ

ｰﾀ(BTO)､東芝､ﾗｵｯｸｽ､ｿﾌﾏｯﾌﾟ等々 

ﾒｰｶｰ系と流通系に二分｡

ｹﾞｰﾄｳｪｲとデルが代表格｡

旅行 ﾊﾟｯｸﾂｱｰの予約･販売、 

航空券の予約･販売、ﾎﾃﾙ等予約

JTB､近畿日本ﾂｰﾘｽﾄ､東急観光､ｴｲﾁ･ｱｲ･ｴｽ､日本航

空､全日空､日本ｴｱｼｽﾃﾑ､日立造船情報ｼｽﾃﾑ等々 

旅行代理店と航空界社､

その他異業種企業も｡  

物販・ギフト 

 

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ･ﾓｰﾙ、衣料、アクセサ

リー、家庭用品、食品、花等々

楽天(｢楽天市場｣)､住友 VISA ｶｰﾄﾞ(｢V-Mall｣)､NTT

ﾃﾞｰﾀ(｢まちこ｣)､千趣会､日比谷花壇等々 

多数の企業あり､モール

内に中小事業多数｡ 

書籍・ＣＤ 書籍の注文・販売、音楽ＣＤの

注文・販売･音楽ｺﾝﾃﾝﾂ配信 

紀伊国屋書店､ﾄｰﾊﾝ､ﾌﾞｯｸｻｰﾋﾞｽ(ﾔﾏﾄ運輸子会社)､

丸善等々、新星堂､ﾀﾜｰﾚｺｰﾄﾞ、ヤマハ等々 

書店等 DB 強化､宅配や書

店､ｺﾝﾋﾞﾆ受取も｡ 

自動車 新車、新古車、中古車の販売、

情報仲介 

ﾘｸﾙｰﾄ､ｱｽｷｰ､ｵｰﾄﾊﾞｲﾃﾙ(JV:米ｵｰﾄﾊﾞｲﾃﾙ､伊藤忠等)､

ｶｰﾎﾟｲﾝﾄ(JV:ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ､ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ､ﾔﾌｰ)等々 

単価高く注目され､大手

異業種のJVも｡ 

金融 各種金融商品(株式、投信、保

険等々)販売、ﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ･ｻｰﾋﾞ

ｽ､ 

決済代行ｻｰﾋﾞｽ 

大和証券､野村証券､松井証券､ｲｰ･ﾄﾚｰﾄﾞ証券(JV)､

日興ﾋﾞｰﾝｽﾞ証券､三和銀行､さくら-富士通､外資保

険(ｱﾒﾘｶﾝﾎｰﾑ保険、ﾁｭｰﾘｯﾋ保険等)､ｾﾌﾞﾝｲﾚﾌﾞﾝ等々 

ﾎｰﾑﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ領域では携帯

電話のｉﾓｰﾄﾞを注視｡金

融再編も様々に影響｡ 

ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ 各種チケットの予約・販売 ぴあ､チケットセゾン等々、各劇場等々 成長期待分野｡ 

各種サービス ﾈｯﾄ･ｵｰｸｼｮﾝ、各種情報提供ｻｰﾋﾞ

ｽ(ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ､検索ｻｲﾄ)、広告、

出版系等々 

ｼﾞｬｽﾄｼｽﾃﾑ､楽天､ｵﾝｾｰﾙ､･･･…NEC､ﾆﾌﾃｨ､ﾔﾌｰ､

NTT-X､ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ､富士通､松下電器､ｿﾆｰｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾈｯ

ﾄﾜｰｸ､･･…､ﾘｸﾙｰﾄ､ﾀﾞﾌﾞﾙｸﾘｯｸ(JV)､ｻｲﾊﾞｰ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮ

ﾝｽﾞ(JV)､ｲﾝﾌﾟﾚｽ､日経BP等々 

新規事業分野が多く､異

業種からの新規参入や内

外でのJV、提携も活発｡

また、E コマース事業は新規事業や異業種ビジネスへの新規参入のチャンスでもある。このため

既存の有力大手企業が合弁事業を立ち上げるケースが増加している。E コマースは基本的に情報ネ

ットワークの基盤があれば、その中身は自動車であろうと金融商品であろうと、ゲームソフトなど

のデジタルコンテンツでもそれほど変わりはないという事業特性を有している。 

 (注)各分野ごとに多数開設されている Web サイトの企業の、ごく一部の事例。設立・Web サイトの立ち上げ時期はまちまち。 
   BTO(Build To Order)：受注生産方式、ポータルサイト：ユーザーが最初にアクセスする Web サイトの意、JV：合弁事業。 
(出所)複数の検索エンジンによるホームページ検索や複数のマスコミ報道等々よりニッセイ基礎研究所作成 

しかし、ユーザーが求める情報やコンテンツを的確に提供することやそのアクセスを商取引に繋

げていくには、様々な E コマース特有のマーケティング手法や事業運営のノウハウ蓄積が必要とさ

れる。また、魅力ある製品や価格設定でスケールメリットを追求する一方で、クロスセリングなど

で扱う製品やそのカテゴリーの拡大による収益追求など、複合的な事業展開も必要となろう。その

際の事業の要諦は「ユーザーへの利便性の提供」や「顧客満足の充足」である。この点を見失うと、

見栄えのするホームページでも、ユーザーからは敬遠される可能性も高い。 
注目される米国の有力Ｅコマース企業でも、膨大な情報化投資と開発経費などで赤字の企業が多

い。日本でも、ユーザーアクセス数は多いが、売上に結びつかずＥコマース事業から撤退したり、

変化の激しい事業環境に追随できず廃業する例も数多く見られる。Ｅコマース事業は、一定のアク

セス数や特定のユーザー層を確保しているサイトならば、提携や事業売却といったリストラ手段の

選択もあるが、そうでない限りは撤退・廃業・倒産を余儀なくされる厳しい面を持つ事業でもある。 
各事業者ごとに情報と知識を最大限に駆使し、自社の強みを最大に活かせるビジネスモデルの構

築と運営、その改良を継続する事業努力が求められよう。 
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(2)経済・産業の活性化に向けた課題 

以上のように日本の産業界も、各種の規制緩和やビッグバンなどを背景に、Ｅコマースビジネス

に積極的な取組みを開始している。この情報化を基軸とした産業界の新たな動きは、従来の業界の

枠組みを越えて進行中であり、その変化は分かりにくくもある。 
しかし、90 年代中期からの情報化の動きを過去の情報化の動きと比較した際に、明らかに異なる

点がある。それは、過去の情報化が「産業・企業領域」を中心に推進され変化してきたのに対して、

今回の情報化は「家庭・個人領域」を含めた変化である点であろう（図表－９）。このため、E コマ

ースを社会的レベルで発展させるためには、そのハード環境の整備だけでなく消費者保護などを含

めた E コマースに関係する法制を整備する必要がある。 
それは、既存の現実世界の商取引と異なり、時間的かつ空間的な制約から企業と消費者の関係が

開放されることにより、①現実の契約、署名、捺印といった基本的な商取引のルールを電子的なも

のに置換えた際の新たな法制の整備、②効率的な電子マネー利用のための法制整備や③電子的な情

報犯罪に対する法制整備等々が必要とされる。さらに、インターネットによる国際的な E コマース

における同様の課題を、ある程度事前に国際機関で議論し解決しておく必要がある。 
E コマースの内包する諸問題は技術的な要素と上記の様々な課題が絡まっており、それら制度や

法律、プライバシー保護などの環境整備を怠ると、企業や個人が様々な被害や大きな損失を被る可

能性もある。このため現在、国内においても上記の各課題についての議論や法制面整備の動きも本

格化しており、今後２年前後でかなり環境整備が進展する可能性があろう。 
最近のマスコミ報道では、連日のように E コマースによる新規事業設立や異業種企業間の合弁企

業設立で金融サービスへ参入する動きなどが報じられている。これら新規事業の創出や新規事業領

域の拡大が、日本の経済・産業の活性化に大きなプラス効果となるよう、さらにそのマイナス効果

を抑制する上でも、E コマースへの産業・企業の積極的な展開と同時に E コマースの環境整備の動

向を注視することが必要である。E コマースはまだ発展の途についたばかりである。 

 
図表－９ 日本の Eコマースの情報空間概念図とその課題･対策など 
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(出所)ニッセイ基礎研究作成 

行政領域司法領域

立法領域

日本の物理的空間 政府･公共領域 

産業･企業領域 

Intranet B to B 

Internet 

ポータルサイト

Web サイト G to C 家庭･個人領域 

B to B to C Internet の情報空間

PC の普及 

B to C 
Ｅコマース 

･ﾊｯｶｰ･ｸﾗｯｶｰ対策 
･ウィルス対策 
･各種犯罪対策 

Ｅｺﾏｰｽ(B to C)の情報空間

マクロ的視点 
･E ｺﾏｰｽの制度ｲﾝﾌﾗ整備 

ＰＣ普及世帯･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続世帯の増加 
･ﾊｰﾄﾞ(PC･通信)ｲﾝﾌﾗ整備 ･経済・産業の活性化(B to B) 

･情報活用力の強化(教育等) ･通信料金低下→ｺﾝﾃﾝﾂ･ｻｰﾋﾞｽ等の需要増加 ･社会・公共領域への活用(G to C) 

･危機管理意識の強化 ･安全性・信頼性の高いＥコマース環境の提供（教育･行政ｻｰﾋﾞｽ･福祉等の領域） 
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